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高知港 三里地区 国際物流ターミナル整備事業 [ ：前回評価からの変更箇所]

１．事業の目的・必要性

・貨物需要の増大に伴うバース及びストックヤードの不足や船舶の大型化に対応
するとともに、大規模地震発生時の緊急物資輸送拠点とすることを目的とする。

２．主な事業の諸元
・岸壁(-12m)2バース、岸壁(-11m)(耐震)、岸壁(-8m)、防波堤(東第一)、
防波堤(南)、護岸(防波)、航路･泊地(-12m)、泊地(-8m)、臨港道路、
ふ頭用地、荷役機械

５．事業の進捗見込み等
・事業進捗率：約97％ 平成27年度末（H25再評価時：約96％ 平成25年度末）
・平成31年度完了に向けて事業を推進中 （H25再評価時：H29年度完了予定）
・平成9年度、平成26年度に岸壁(水深12m)、平成14年度に臨港道路を供用開始

６．県知事の意見
・事業継続に異議はありません。

７．対応方針（原案）
・事業継続

高知港

2次輸送解消の例（石灰石）
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４．投資効果
・全体事業費：1,293億円（H25再評価時：1,263億円）

主な理由：地震後においても港内の静穏度を確保するため粘り強い構造とすると
ともに、必要な高さに事前対策を行う設計見直しを行ったため

・便益※1 ：事業全体4,144億円 残事業699億円（H25再評価時）
・費用※2 ：事業全体2,226億円 残事業47億円（H25再評価時）
・費用便益比：事業全体1.9 残事業14.9 （H25再評価時）

※1．金額は、完成後50年間の便益額として現在価値化した数値。
※2．基準年における現在価値化した数値。
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３．需要の見込み
・「輸送コストの削減」に関する需要（H31予測取扱貨物量）

コンテナ：1.1万TEU/年 （H25再評価時と変化なし）
バルク ：118万トン/年 （H25再評価時と変化なし）

・「海難の減少」に関する便益
避難可能隻数：6隻 （H25再評価時と変化なし） 等、大幅な変化なし
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チェック欄

前回評価で費用対効果分析を実施している ■
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　　 ■

 前回実施　Ｈ25年度　　Ｂ／Ｃ　＝　1.9

その他の事由（費用効果分析が必要な特別な事由）

以上より、費用対効果分析を実施しないものとする。

４．事業展開の変化
【事業期間の延長が１０％以内】
事業期間延長　2年　　　　　　前回事業期間36年　　変化率5％(増加)

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準値を上
回っている。

前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準値を上回っている。
　　　　　　前回評価時の感度分析下位ケース1.7≧基準値（1.0）

内的要因＜費用便益分析関係＞

１．費用便益分析マニュアルの変更がない 費用便益分析マニュアルに変更がない。

２．需要量等の変更がない

【需要量等の増加が１０％以内】
(コンテナ)　今回需要量　11,629TEU　　 前回需要量等　11,197TEU
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　変化率4％(増加)
(バルク)　　今回需要量  増減無し　　　　前回需要量等　1,180千トン

３．事業費の変化
【事業費の増加が１０％以内】
今回事業費増　3,013百万円　　　前回事業費126,335百万円　　変化率2％(増加)

（ア）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

事業目的

・事業目的に変更がない 事業目的である「輸送効率化」などに変更がない

外的要因

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない 変化はない。

費用対効果分析実施判定票

年　度：

担当課：

※各事業において全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

項　　目
判　定

判断根拠


